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求人開拓事業（市場化テスト事業（平成20年度））に係る実績評価について 

 

市場化テスト評価委員会 

 

１ 事業概要 

平成 20 年度、雇用失業情勢が厳しい地域における求人を量的に確保するため

の求人開拓事業を実施した全国 39 地域の中から、市場化テスト対象地域として

選定した２地域において民間競争入札を実施し、民間委託を実施した。 

 

(1) 対象地域                       【別添１参照】 

  民間実施地域 

北海道函館地域1、青森東青地域2 

 

(2) 事業の実施期間 

  平成20年４月１日～平成21年３月31日 

 

 (3) 開拓対象となる求人 

開拓により確保する求人の対象及び内容は、求職者の再就職に資する求人の

量的確保を目的とし、次の条件に該当するものとした。 

① 対象地域に所在する事業所のものであること。 

② 対象地域を就業地とするものであること。 

③ 雇用保険への加入が見込まれるものであること。 

 

 (4) 実施内容 

求人開拓として実施する内容は次のとおりとした。 

① 求人未提出事業所に係る求人提出につながる情報を収集すること。 

② 求人未提出事業所に対し求人提出を勧奨すること。 

③ 具体的な求人につながる求人未提出事業所の情報について、その詳細を把

握、確認の上、管轄のハローワークに提供すること。具体的には、求人申込

書（ハローワークに求人を出したことがない事業所にあっては事業所登録シ

ートを含む。）を提出すること（求人票を提出しようとする事業主が、過去

においてハローワークに求人申込を行ったことがない場合、事業所訪問を行

うこと。）。 

④ 求人開拓時には、紹介に当たり希望する事項等の把握に努め、把握できた

事項を補足事項として報告すること。 

 

(5) 実施要項上の目標 

                         
1 「北海道函館地域」 ：函館公共職業安定所管轄 
2 「青森東青地域」 ：青森公共職業安定所管轄 

平成21年 10月 15日 

別添３ 
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  確保されるべき求人開拓事業の質は、各地域ごとに次のとおり。当該年度の

開拓求人数及び開拓求人の充足数がともにこれを超える場合は、受託事業者に

対し開拓促進費3が支払われる。 

 北海道函館地域 開拓求人数    4,500人以上 

         開拓求人の充足数 1,700人以上 

  

青森東青地域  開拓求人数    4,200人以上 

        開拓求人の充足数 1,500人以上 

 

２ 受託事業者等の概要 

(1) 民間実施地域 

ア 北海道函館地域 

  株式会社シグマテック 

  本  社   ： 東京都品川区上大崎３－１－５ 

  設  立      ： 昭和57年８月 

  主な業務内容 ： 人材派遣事業、人材紹介事業、製造請負事業 

  総合評価点4  ： 107.77点 

             ① 評価点      172点(288点満点) 

             ② 落札価格  16,758,000円（税込み） 

  企画書に掲げた目標： ① 開拓求人件数  3,150件 

             ② 開拓求人数   5,670人 

             ③ 充足数     1,700人 

  イ 青森東青地域 

  株式会社シグマテック5 

  本  社   ： 東京都品川区上大崎３－１－５ 

  設  立      ： 昭和57年８月 

  主な業務内容 ： 人材派遣事業、人材紹介事業、製造請負事業 

  総合評価点 ： 91.60点 

① 評価点      144点(288点満点) 

             ② 落札価格  16,506,000円（税込み） 

  企画書に掲げた目標： ① 開拓求人件数  2,770件 

             ② 開拓求人数   5,000人 

             ③ 充足数     1,500人 

                         
3 「開拓促進費」：開拓求人数及び開拓求人の充足数が、ともに確保されるべき求人開拓事業の質に定める値を超

える場合は、受託事業者に対し、当該値を超える開拓求人の充足数分について、20人毎に３万円の開拓促進費に

100分の105を乗じた額を支払う。当該年度の開拓求人の充足数が460人に満たない場合は、その不足する開拓

求人の充足数分について、20人毎に3万円に100分の105を乗じた額を委託事業者に対する委託費から減額する。 
4
「総合評価点」：総合評価方式による一般競争入札を実施。総合評価点＝評価点／落札価格×1.05×107 
5 平成１９年度青森東青地域において市場化テストによる求人開拓事業を受託した株式会社東海道シグマは株式

会社シグマテックの関係会社である。 
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３ 実施結果の評価方法等について 

(1) 評価指標 

  同事業の民間競争入札実施要項（以下、「実施要項」という。）において、 

 ① 開拓求人として受理された求人件数 

 ② 当該求人に係る求人数及び求人充足数 

③ 開拓求人に占める正社員求人の割合 

④ 事業の運営に要した経費 

を掲げている。 

 

(2) 比較対象地域 

平成20年度において、国が求人開拓事業を実施した39地域のうち、民間実

施地域と雇用失業情勢や労働市場の規模等が類似する地域を比較対象地域と

して、北海道函館地域に対して青森津軽地域6及び高知中央地域7を、青森東青

地域に対して青森三八地域8を選定した。 

 

４ 実績について 

平成20年度の実績は、以下のとおりであった。 

 (1) 開拓求人件数、開拓求人数、充足数等           【別添２参照】  

  ア 実施要項上の目標との比較 

確保されるべき求人開拓事業の質として定められた開拓求人数、開拓求人

充足数に対する実績比は次のとおりであった。 

 

(表１) 確保されるべき求人開拓事業の質に対する実績比   

 開拓求人数 開拓求人充足数 

北海道函館地域(民間) 84.4％ 51.0％ 

青森東青地域(民間) 60.0％ 56.9％ 

 

  イ 受託事業者が設定した目標と実績の比較 

    入札企画書において受託事業者が提示した開拓求人件数、開拓求人数、開

拓求人充足数の目標値に対する実績比は次のとおりであった。 

 

(表2) 受託事業者が設定した目標に対する実績比   

 開拓求人件数 開拓求人数 開拓求人充足数 

北海道函館地域(民間) 56.3％ 67.0％ 51.0％ 

青森東青地域(民間) 48.1％ 50.4％ 56.9％ 

                         
6
 「青森津軽地域」 ：弘前公共職業安定所管轄、黒石公共職業安定所管轄、五所川原公共職業安定所管轄 
7
 「高知中央地域」 ：高知公共職業安定所管轄、いの公共職業安定所管轄 
8
 「青森三八地域」 ：八戸公共職業安定所管轄 
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ウ  民間実施地域と比較対象地域の実績の比較 

民間実施地域に対する比較対象地域の実績比は次のとおりであった。 
 

  (表３) 民間実施地域に対する比較対象地域の実績比 

 開拓求人件数 開拓求人数 開拓求人充足数 

青森津軽地域(国) ／北海道函館地域(民間) 2.0倍 1.6倍 3.3倍 

高知中央地域(国) ／北海道函館地域(民間) 1.3倍 0.9倍 1.9倍 

青森三八地域(国) ／青森東青地域(民間) 3.2倍 2.6倍 3.9倍 

 
(表４)【参考】 民間実施地域に対する比較対象地域の実績比（地域ごとの雇用情勢の変化を補正9） 

 開拓求人件数 開拓求人数 開拓求人充足数 

青森津軽地域(国) ／北海道函館地域(民間) 2.5倍 1.9倍 4.2倍 

高知中央地域(国) ／北海道函館地域(民間) 1.1倍 0.8倍 1.6倍 

青森三八地域(国) ／青森東青地域(民間) 2.3倍 1.9倍 2.8倍 

 

 

エ 事業実施期間中における前半と後半の実績        【別添３参照】 

民間実施地域に対する比較対象地域の実績比は次のとおりであった。 
 

(表５) 事業実施期間の前半及び後半それぞれにおける民間実施地域に対する比較対象地域の実績比 

 開拓求人件数 開拓求人数 開拓求人充足数 

前半 後半 前半 後半 前半 後半 

青森津軽地域(国) ／北海道函館地域(民間) 2.9倍 1.4倍 2.4倍 1.1倍 4.1倍 2.8倍 

高知中央地域(国) ／北海道函館地域(民間) 1.6倍 1.1倍 1.2倍 0.8倍 2.1倍 1.8倍 

青森三八地域(国) ／青森東青地域(民間) 2.8倍 3.6倍 2.4倍 2.9倍 3.6倍 4.2倍 

 

 

オ 民間実施地域について前年度及び国実施時実績との比較 【別添４参照】 

北海道函館地域では、前年度（平成 19 年度）においては、国が求人開拓

事業を実施しており、 

青森東青地域では、前年度（平成 19 年度）においては、民間が求人開拓

事業を実施し、前々年度（平成 18 年度）においては、国が求人開拓事業を

実施している。前年度及び国実施時に対するそれぞれの民間実施地域の実績

比は次のとおりであった。 

 

                         
9 「雇用情勢の変化を補正」：各地域における各年度の雇用失業情勢の変化の影響を除いて比較するという観点か

ら、各地域の開拓求人件数、開拓求人数、開拓求人充足数を当該地域の有効求人倍率で除して調整。 
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(表６) 同一地域について20年度と19年度及び国実施時の実績比 

 開拓求人件数 開拓求人数 開拓求人充足数 

北海道函館地域（20年度・民間）／(19年度・国) 61.5％ 89.0％ 39.7％ 

青森東青地域（20年度・民間）／(19年度・民間) 138.3％ 132.0％ 125.0％ 

青森東青地域（20年度・民間）／(18年度・国) 66.7％ 83.8％ 57.9％ 

 
 (表７) 【参考】同一地域について20年度と19年度及び国実施時の実績比（地域ごとの雇用情勢の変化を補正10） 

 開拓求人件数 開拓求人数 開拓求人充足数 

北海道函館地域（20年度・民間）／(19年度・国) 79.5％ 115.0％ 51.3％ 

青森東青地域（20年度・民間）／(19年度・民間) 189.6％ 181.0％ 171.5％ 

青森東青地域（20年度・民間）／(18年度・国) 82.0％ 103.0％ 71.1％ 

 

(2) 開拓求人件数に占める正社員求人の割合         【別添２参照】 

開拓求人件数に占める正社員求人の割合は次のとおりであった。 
 
(表８) 開拓求人件数に占める正社員求人の割合 

 正社員求人の割合   正社員求人の割合 

北海道函館地域(民間) 46.7％ 青森東青地域(民間) 44.3％ 

青森津軽地域(国) 38.1％ 青森三八地域(国) 43.6％ 

高知中央地域（国） 44.9％  

 

開拓求人件数のうち正社員求人について、民間実施地域に対する比較対象地

域の実績比は次のとおりであった。 
 

  (表９) 開拓求人件数のうち正社員求人について民間実施地域に対する比較対象地域の実績比 

青森津軽地域(国)／北海道函館地域(民間) 1.6倍 

高知中央地域(国)／北海道函館地域(民間) 1.2倍 

青森三八地域(国)／青森東青地域(民間) 3.1倍 

 

(3) 事業の運営に要した経費               【別添５、６参照】 

ア 事業実施に要した費用の比較 

  民間実施地域に対する比較対象地域の総事業費の実績比は次のとおりで

あった。 
 

 

 

 

                         
10 「雇用情勢の変化を補正」：脚注９と同じ。 
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(表10) 民間実施地域に対する比較対象地域の総事業費の実績比      

 事業実施経費ベース11 委託費ベース12 

青森津軽地域(国)／北海道函館地域(民間) 76.3％ 85.1％ 

高知中央地域(国)／北海道函館地域(民間) 78.7％ 87.9％ 

青森三八地域(国)／青森東青地域(民間) 75.0％ 92.0％ 

 

イ 開拓求人数１人あたり経費及び求人充足数１人あたり経費の比較 

民間実施地域に対する比較対象地域の実績比は次のとおりであった。 
 

 (表 11) 民間実施地域に対する比較対象地域の開拓求人数 1 人あたり経費及び求人充足数 1 人あたり経費(いずれ
も事業実施経費ベース)の実績比 

    

 開拓求人数1人当たり経費 求人充足数1人当たり経費 

青森津軽地域(国)／北海道函館地域(民間) 48.9％ 22.8％ 

高知中央地域(国)／北海道函館地域(民間) 84.7％ 41.7％ 

青森三八地域(国) ／青森東青地域(民間) 28.4％ 19.3％ 

 

  

 (4) 国実施地域における前年度との事業実績及び経費の比較  【別添８参照】 

平成19年度及び20年度の両年度にわたり、20年度の民間実施地域と事業規模

が同じであり、かつ、国が求人開拓事業を実施した３地域13の１地域平均の実

績について、20年度の19年度に対する実績比は次のとおりであった。 
 
(表12) 国実施地域における前年度比較（実績について） 

 開拓求人件数 開拓求人数 開拓求人充足数 

20年度／19年度 101.1％ 94.3％ 105.9％ 

 

(表13) 国実施地域における前年度比較（事業実施経費について） 

 事業実施経費 

 開拓求人数１人当たり 求人充足数１人当たり 

20年度／19年度 108.3％ 112.0％ 101.8％ 

 
 

 

                         
11
 「事業実施経費ベース」：民間事業者が事業の実施に実際に要した経費（国の契約執行経費を含む）を、国が

事業の実施に実際に要した経費と比較。 
12
 「委託費ベース」：落札時の契約に基づき国が民間事業者に支払った経費（国の契約執行経費を含む）を、国

が事業の実施に実際に要した経費と比較。 
13
 「３地域」：脚注６～８の３地域。 
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(表14)【参考】国実施地域における前年度比較（実績について）（地域ごとの雇用情勢の変化を補正14） 

 開拓求人件数 開拓求人数 開拓求人充足数 

20年度／19年度 122.3％ 114.1％ 128.3％ 

 

(表15)【参考】国実施地域における前年度比較（事業実施経費について）（地域ごとの雇用情勢の変化を補正15） 

 事業実施経費 

 開拓求人数１人当たり 求人充足数１人当たり 

20年度／19年度 － 100.0％ 85.7％ 

 

                         
14 「雇用情勢の変化を補正」：脚注９と同じ。 
15 「雇用情勢の変化を補正」：脚注９と同じ。 
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５ 総 評  

(1) 実績の評価 

 ア 開拓求人件数、開拓求人数、開拓求人充足数 

   いずれの事業実績についても、民間実施地域においては、入札企画書にお

いて受託事業者が提示した目標に達せず、一部地域の開拓求人数を除いて比

較対象地域を大きく下回り、実施要項上の目標とされた開拓求人数及び開拓

求人充足数にも達しなかった。事業実施期間の前半と後半の比較では、北海

道函館地域においては、後半の事業実績が前半を大きく上回った一方、青森

東青地域においては、前半の事業実績が後半を上回った。 

   また、民間実施地域においては、いずれの事業実績についても、国が実施

していた時の事業実績を下回った。 

なお、青森東青地域はいずれの事業実績についても民間が実施した前年度

実績を大きく上回った。 

 

イ 正社員求人の割合 

    いずれの民間実施地域においても比較対象地域をやや上回ったが、正社員

求人の開拓求人件数では比較対象地域を下回った。 

 

  ウ 事業の運営に要した経費 

    事業実施経費は、民間実施地域が比較対象地域より大きく、また、開拓求

人数１人当たり及び開拓求人充足数１人当たりでみても、いずれも民間実施

地域は比較対象地域を大きく上回った。なお、民間実施地域においては、い

ずれも、委託費よりも実際に要した経費が上回り、赤字経営となった。 

 

以上のように、民間実施地域においては一定の成果を上げたが、世界的な金

融危機等を背景に年度後半に雇用情勢が急激に悪化する中で、事業実績は企画

書の目標及び実施要項上の目標を下回り、北海道函館地域の開拓求人数が一部

比較対象地域を上回ったことを除いて、比較対象地域を下回ったほか、事業運

営に要した経費は委託費ベースでみても、事業実施経費ベースでみてもいずれ

も比較対象地域を上回った。この結果、事業実績当たりで比較した同経費も比

較対象地域を上回った。 

なお、事業規模が民間実施地域と同規模の国実施３地域16において、高知中

央地域が実施要項上の目標である開拓求人数及び求人充足数を下回ったもの

の、青森津軽地域及び青森三八地域は上回った。 

また、国実施３地域17の１地域当たり平均では、開拓求人件数、開拓求人充

足数は前年度を上回ったが開拓求人数は前年度を下回った。事業実施経費は前

年度を上回り、事業実績当たりの同経費でみても前年度を上回った。 

 

                         
16
 「国実施３地域」：脚注13と同じ 
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(2) 民間実施地域と比較対象地域に実績の差が生じた要因等 

   受託事業者、労働局からの報告及び厚生労働省職業安定局による受託事業者

に対するヒアリングをもとに整理すると、民間実施地域においては、次のよう

な要因等があることが考えられる。 

 

  ① 事業所との信頼関係等 

長年にわたり事業主と接する機会の多いハローワークと比べると、民間事

業者に自社の募集内容などの内情を知られることに対する抵抗感を示す事

業所も依然として見られるなど受託事業者は信頼関係の構築に時間を要す

るため、求人を出そうとする事業主に利用してもらいにくかった。 

また、このため、ハローワークは事業所訪問と電話等を組み合わせて開拓

を行ったのに対し、受託事業者はまず信頼関係を構築するためほとんど事業

所訪問により開拓を行い、必ずしも効率的ではなかった。 

  

② 地域の特徴及び労働市場についての理解 

北海道函館地域では予定していたエリア割を事業開始から２ヶ月ほどで変

更するなど受託事業者は地域の特徴及び労働市場についての理解が当初十

分ではなかった。 
   

③ 情報の蓄積 

受託事業者は毎月第１営業日における有効求人や日々新規に受理した求人

など、実施要項に基づきハローワークから提供された情報の他、自らが訪問

した時に得た事業所の情報や接触時の感触を整理し、蓄積していたが、その

蓄積には時間を要した。ただし、青森東青地域では１９年度に受託事業者の

関係会社が受託したため、実質的に２年目となり、一定の情報の蓄積があっ

た。 

 

  ④ 求人開拓の方針 

ハローワークでは、求職者の再就職に資する求人を多数確保し、雇用対策

としての効果である充足数を上げることを重視して求人開拓を行ったのに

対し、受託事業者はこれまでハローワークへ求人を出していなかった企業の

求人など、多種多様な求人を確保することを重視して求人開拓を行なった結

果、充足に結びつくような求人を十分確保できなかった。 

 

  ⑤ 求人開拓経験者の確保 

ハローワークにおいては、求人開拓事業の経験者が多かった(青森津軽地

域：100.0％、高知中央地域：75.0％、青森三八地域：74.1％)のに対し、受

託事業者においては求人開拓やこれに類似する業務のノウハウ、経験を有す

る従事者が少なかった(北海道函館地域：22.2％、青森東青地域：50.0％)。 
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６ まとめ  

(1) 平成20年度求人開拓事業の特徴 

  ア 各地域においては、事業開始前から、労働局及びハローワークによる委託

事業の周知が行われたほか、民間事業者とハローワークの間でほぼ毎日コン

タクトがあり、ハローワークから課題・問題の解決のためのアドバイスや必

要な情報の提供がなされ、受託事業者もそれらを有効活用するなど良好な関

係が築かれていた等の報告もあり、事業としては円滑に実施されたものと考

えられる。 

 

イ 総じて見ると民間実施地域は比較対象地域の実績を下回り、特に開拓求人

充足数については、大きく下回った。 

     

  ウ 青森東青地域は平成１９年度の受託事業者の関係会社が受託したため、実

質的に２年目となり、４人の求人開拓事業経験者を確保することができたほ

か、前年度に蓄積したデータやノウハウを活用できたことから、開拓件数、

開拓求人数、開拓求人充足数のいずれの事業実績についても前年度実績を大

きく上回るなど２年目としての効果が一定見られた。また、北海道函館地域

においても平成２０年度青森東青地域と受託事業者が同じであることから、

そのノウハウは一部活かされた。 

    しかしながら、いずれの民間実施地域においても、国が実施していた時の

事業実績を下回った。 

 こうした状況から、複数年度にわたり事業を継続して実施すれば上記５

(2)の①（事業所との信頼関係等）、②（地域の特徴及び労働市場について

の理解）及び③（情報の蓄積）の課題を一定克服できる可能性も伺えるが、

そもそも、本事業は、1年ごとに雇用失業情勢等に照らして実施地域が選定

され、雇用失業情勢が改善すれば事業終了又は配置される求人開拓推進員の

削減がなされるものである。このため、特定の一地域について複数年度連続

の契約を前提に実施することはできない。また、本事業は雇用対策として機

動性、即効性を要することから、事業実施の１年目から当該地域の雇用改善

に資する十分な実績が求められるものである。 

 

(2) 求人開拓事業を取り巻く状況 

   求人開拓事業は、地域の雇用失業情勢が厳しい地域に限定して行う事業であ

ったが、雇用失業情勢の急激な悪化に伴い、平成２１年度の補正予算において、

大幅に拡大されたほか、求人の絶対数が大幅に減少している中で、求人開拓は

労働局及びハローワークが総力を挙げて、一体的に取り組むべき課題と位置づ

けられ、求人開拓推進員のみならず、職員も可能な限り行うものとされるなど

雇用対策としての機動的かつ効果的な実施の重要性が一層高まっている。 
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 (3) 今後の対応 

   上述の事業実績及び、実施地域が毎年度選定され、かつ、機動的な雇用対策

として事業実施の１年目から十分な実績が求められるという本事業の特性を

鑑みれば、本事業については、今後は、国が引き続き積極的に民間の人材を登

用しつつ求人開拓事業を直接実施することが適当である。その際、国は、これ

までの市場化テストの経験も踏まえつつ、継続的にＰＤＣＡサイクルの徹底を

図り、より良質かつ低廉な公共サービスが提供されるよう最大限の努力が求め

られる。 
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 （別添１） 

平成 20年度求人開拓事業における市場化テスト 

としての民間競争入札実施地域について 

○ 求人開拓事業は、雇用失業情勢が厳しい地域における求人を量的に確  

保するためのものとして、平成２０年度は、全国３９地域（平成１８年度

有効求人倍率０．６倍未満）において実施。 

○ 上記の３９地域のうち、労働市場が一定規模(概ね有効求職者数１０万

人以上、有効求人数５万人以上)を有すること、有効求人倍率０．６倍に

達するための必要な有効求人数が１万人を超え３万人未満であること等

の選定基準に照らして選んだ２地域で市場化テストの対象として民間競

争入札を実施。 

 

 

※ 求人開拓事業実施地域の概要 

地 域 有効求職者数 有効求人数 0.6倍とするた

めの必要有効求

人数 

有効求人倍率 過去の市場化テ

スト実施状況 

青森三八地域

(比較対象) 

113,128 人 55,113 人 12,764 人 0.49 倍 19年度対象地域

（比較対象） 

青森東青地域

（民間実施） 

124,715 人 53,923 人 20,906 人 0.43 倍 19年度対象地域

（民間実施） 

北海道函館地域

（民間実施） 

156,623 人 83,581 人 10,393 人 0.53 倍 18年度対象地域

（比較対象） 

高知中央地域

（比較対象） 

157,598 人 81,108 人 13,451 人 0.51 倍 19年度対象地域

（入札不調） 

青森津軽地域

（比較対象） 

169,465 人 71,946 人 29,733 人 0.42 倍  

 

（注）１ 求職者数、求人数等は平成18年度。 

２ この表の他に、事業規模が大きいものが１地域、小さいものが33地域あり、国が事業を実

施。 



【対象地域の事業実績等】

○　民間実施地域 及び 比較対象地域

開拓求人件数 開 拓 求 人 数 開拓求人充足数 開拓求人充足率 正社員求人の割合
平成20年度の

地域別有効求人倍率 換算開拓求人件数 換算開拓求人数 換算求人充足数

1,774件 3,799人 867人 22.8％ 46.7％ 0.41倍 4,326.8件 9,265.9件 2,114.6件

3,534件 5,922人 2,904人 49.0％ 38.1％ 0.33倍 10,709.1件 17,945.5人 8,800.0人

2,283件 3,532人 1,637人 46.3％ 44.9％ 0.48倍 4,756.3件 7,358.3人 3,410.4人
　 　

1,333件 2,519人 854人 33.9％ 44.3％ 0.35倍 3,808.6件 7,197.1人 2,440.0人

4,223件 6,658人 3,312人 49.7％ 43.6％ 0.48倍 8,797.9件 13,870.8人 6,900.0人

1,554件 3,159件 861件 27.2％ 45.7％ 0.38倍 4,088.2件 8,313.2人 2,264.5人

1
3

3,347件 5,371件 2,618件 48.7％ 42.0％ 0.42倍 7,968.3件 12,787.3人 6,232.5人
　 　

　 　

【参考】 国実施地域合計

開拓求人件数 開 拓 求 人 数 開拓求人充足数 開拓求人充足率 正社員求人の割合

38,828件 61,902人 31,659人 51.1％ 41.9％

51,087件 83,801人 39,258人 46.8％ 45.1％

　
　

平成20年度求人開拓事業（市場化テスト）実績

実 施 地 域

青森東青地域（民間）

実 施 地 域

国実施地域（37地域）合計

※１　各地域の管轄公共職業安定所は、「参考資料」を参照。

国実施地域（37地域）合計

民間地域 平均

国比較対象地域 平均

青森三八地域（国）

開拓求人件数等の各指標について、平成20年度の有効求人倍率で除したもの。

高知中央地域（国）

北海道函館地域（民間）

青森津軽地域（国）

【参考】

（別添２）

20年度

18年度

19年度



【対象地域の事業実績等】

○　事業実施期間中の前半及び後半

前半 後半 前半 後半 前半 後半 前半 後半

667件 1,107件 1,360人 2,439人 359人 508人 26.4％ 20.8％

14

1,937件 1,597件 3,311人 2,611人 1,484人 1,420人 44.8％ 54.4％

1,045件 1,238件 1,569人 1,963人 744人 893人 47.4％ 45.5％

 

717件 616件 1,313人 1,206人 479人 375人 36.5％ 31.1％

1,992件 2,231件 3,138人 3,520人 1,735人 1,577人 55.3％ 44.8％

※ 開拓求人充足数について、前半は事業開始から10月まで、後半は11月から事業終了までの期間の実績を計上。

開拓求人数

青森東青地域（民間）

青森三八地域（国）

開拓求人充足数 開拓求人充足率

高知中央地域（国）

平成20年度求人開拓事業（市場化テスト）実績

青森津軽地域（国）

北海道函館地域（民間）

実 施 地 域

開拓求人件数

【参考】

（別添３）



【民間実施地域における前年度及び国実施時実績との比較

開拓求人件数 開 拓 求 人 数 開拓求人充足数 開拓求人充足率 正社員求人の割合
事業実施期間中の

地域別有効求人倍率 換算開拓求人件数 換算開拓求人数 換算求人充足数

1,774件 3,799人 867人 22.8％ 46.7％ 0.41倍 4,326.8件 9,265.9人 2,114.6人

2,886件 4,270人 2,183人 51.1％ 55.8％ 0.53倍 5,445.3件 8,056.6人 4,118.9人
　 　

開拓求人件数 開 拓 求 人 数 開拓求人充足数 開拓求人充足率 正社員求人の割合
事業実施期間中の

地域別有効求人倍率 換算開拓求人件数 換算開拓求人数 換算求人充足数

1
5 1,333件 2,519人 854人 33.9％ 44.3％ 0.35倍 3,808.6件 7,197.1人 2,440.0人

964件 1,909人 683人 35.8％ 42.5％ 0.48倍 2,008.3件 3,977.1人 1,422.9人

1,998件 3,006人 1,476人 49.1％ 47.0％ 0.43倍 4,646.5件 6,990.7人 3,432.6人
　 　

※１

※２ 　平成18年度事業は平成18年6月から平成19年3月までの10か月、平成19年事業及び平成20年度事業は12カ月と実施月数が異なる。このため、平成18年度の事業実績には、実際の実績に10分の12を乗じたもの
を用いている。

○　北海道函館地域

○　青森東青地域

開拓求人件数等の各指標について、事業実施期間中の有効求人倍率で除したもの。

平成20年度求人開拓事業（市場化テスト）実績

開拓求人件数等の各指標について、事業実施期間中の有効求人倍率で除したもの。

　各地域の管轄公共職業安定所は、「参考資料」を参照。

20年度
（民間）

19年度
（国）

19年度
（民間）

実 施 時 期

18年度
（国）

20年度
（民間）

実 施 時 期

【参考】

【参考】

（別添４）



【対象地域の事業運営経費等（事業実施経費ベース）】   

○　民間実施地域 及び 比較対象地域    

経費 契約執行経費

19,524千円 18,796千円 728千円 11.0千円 5.1千円 22.5千円 0.41倍 4.5千円 2.1千円 9.2千円

4.2千円 2.5千円 5.1千円 0.33倍 1.4千円 0.8千円 1.7千円

6.7千円 4.4千円 9.4千円 0.48倍 3.2千円 2.1千円 4.5千円

20,605千円 20,320千円 285千円 15.5千円 8.2千円 24.1千円 0.35倍 5.4千円 2.9千円 8.4千円

3.7千円 2.3千円 4.7千円 0.48倍 1.8千円 1.1千円 2.2千円

20,065千円 19,558千円 507千円 12.9千円 6.4千円 23.3千円 0.38倍 4.9千円 2.4千円 8.9千円

1
6 4.6千円 2.8千円 5.8千円 0.42倍 1.9千円 1.2千円 2.4千円

【参考】 国実施地域合計

6.5千円 4.1千円 8.0千円

6.4千円 3.9千円 8.3千円

※１

※２

※３

開拓求人数
１人当たり経費

開拓求人件数
１件当たり経費

平成20年度求人開拓事業（市場化テスト）実績

開拓求人件数等の各指標について、平成20年度の有効求人倍率で除した換算数に係る１件あたり経費

換算開拓求人数
１人当たり経費

開拓求人数
１人当たり経費

換算求人充足数
１人当たり経費

北海道函館地域（民間）

求人充足数
１人当たり経費

平成20年度の
地域別有効求人倍率

換算開拓求人件数
１件当たり経費実 施 地 域

事 業 実 施 経 費 開拓求人件数
１件当たり経費

青森東青地域（民間）

青森三八地域（国） 15,453千円

15,237千円

高知中央地域（国） 15,368千円

　国実施地域の事業実施経費については、実際に要した経費を計上している。

　民間実施地域において求人開拓事業を実施するために要した経費（事業実施経費）は、実際に要した受託事業者の「経費」及び「契約執行経費」を計上している。「契約執行経費」は、受託事業者
との契約に係る事務や検査・指導等に要した経費について、これら事務に従事した労働局職員等の人件費を当該業務従事時間で按分する方法により計上している。

　各地域の管轄公共職業安定所は、「参考資料」を参照。

青森津軽地域（国） 14,889千円

民間地域 平均

国比較対象地域 平均

求人充足数
１人当たり経費

国実施地域（37地域）合計 253,682千円

実 施 地 域 事 業 実 施 経 費

国実施地域（37地域）合計 327,292千円

【参考】【参考】

（別添５）

19年度

20年度



【対象地域の事業運営経費等（委託費ベース）】
○　民間実施地域 及び 比較対象地域

委 託 費 契約執行経費

17,486千円 16,758千円 728千円 9.9千円 4.6千円 20.2千円 0.41倍 4.0千円 1.9千円 8.3千円

4.2千円 2.5千円 5.1千円 0.33倍 1.4千円 0.8千円 1.7千円

6.7千円 4.4千円 9.4千円 0.48倍 3.2千円 2.1千円 4.5千円

16,791千円 16,506千円 285千円 12.6千円 6.7千円 19.7千円 0.35倍 4.4千円 2.3千円 6.9千円

3.7千円 2.3千円 4.7千円 0.48倍 1.8千円 1.1千円 2.2千円

17,139千円 16,632千円 507千円 11.0千円 5.4千円 19.9千円 0.38倍 4.2千円 2.1千円 7.6千円

1
7 4.6千円 2.8千円 5.8千円 0.42倍 1.9千円 1.2千円 2.4千円

【参考】 国実施地域合計

6.5千円 4.1千円 8.0千円

6.4千円 3.9千円 8.3千円

※１

※２

※３

国比較対象地域 平均

国実施地域（37地域）合計 327,292千円

開拓求人数
１人当たり経費

国実施地域（37地域）合計 253,682千円

求人充足数
１人当たり経費

15,453千円

平成20年度求人開拓事業（市場化テスト）実績

開拓求人件数等の各指標について、平成20年度の有効求人倍率で除した換算数に係る１件あたり経費

換算求人充足数
１人当たり経費

開拓求人件数
１件当たり経費

換算開拓求人数
１人当たり経費

求人充足数
１人当たり経費

平成20年度の
地域別有効求人倍率

開拓求人件数
１件当たり経費

高知中央地域（国）

民間地域 平均

北海道函館地域（民間）

青森津軽地域（国） 14,889千円

15,237千円

15,368千円

青森東青地域（民間）

青森三八地域（国）

開拓求人数
１人当たり経費実 施 地 域

事 業 実 施 経 費 換算開拓求人件数
１件当たり経費

　国実施地域の事業実施経費については、実際に要した経費を計上している。

　民間実施地域において求人開拓事業を実施するために要した経費（事業実施経費）は、国が受託事業者に支払う「委託費」及び「契約執行経費」を計上している。「契約執行経費」は、受託事業者
との契約に係る事務や検査・指導等に要した経費について、これら事務に従事した労働局職員等の人件費を当該業務従事時間で按分する方法により計上している。

　各地域の管轄公共職業安定所は、「参考資料」を参照。

実 施 地 域 事 業 実 施 経 費

【参考】

（別添６）

20年度

19年度



【民間実施地域における平成19年度（国実施）及び平成18年度（国実施）との事業運営経費の比較（事業実施経費ベース）】

○　北海道函館地域

経費 契約執行経費

19,524千円 18,796千円 728千円 11.0千円 5.1千円 22.5千円 0.41倍 4.5千円 2.1千円 9.2千円

5.6千円 3.8千円 7.4千円 0.53倍 2.9千円 2.0千円 3.9千円

○　青森東青地域

1
8 経費 契約執行経費

20,605千円 20,320千円 285千円 15.5千円 8.2千円 24.1千円 0.35倍 5.4千円 2.9千円 8.4千円

21,071千円 20,804千円 267千円 21.9千円 11.0千円 30.9千円 0.48倍 10.5千円 5.3千円 14.8千円

7.2千円 4.8千円 9.7千円 0.44倍 3.2千円 2.1千円 4.3千円
※１

※２

※３

平成20年度求人開拓事業（市場化テスト）実績

開拓求人件数等の各指標について、事業実施期間中の有効求人倍率で除した換算数に係る１件あたり経費

開拓求人件数等の各指標について、事業実施期間中の有効求人倍率で除した換算数に係る１件あたり経費

19年度（民間）

開拓求人数
１人当たり経費

求人充足数
１人当たり経費

　平成18年度事業は平成18年6月から平成19年3月までの10か月、平成19年事業及び平成20年度事業は12カ月と実施月数が異なる。このため、平成18年度の事業実績及び事業実施経緯には、実際の実績に10分の12を
乗じたものを用いている。

18年度（国） 14,374千円

　平成20年度の民間の求人開拓事業を実施するために要した経費（事業実施経費）は、実際に要した受託事業者の「経費」及び「契約執行経費」を計上している。「契約執行経費」は、民間事業者との契約に係る
事務や検査・指導等に要した経費について、これら事務に従事した労働局職員等の人件費を当該業務従事時間で按分する方法により計上している。

換算開拓求人件数
１件当たり経費

開拓求人件数
１件当たり経費

換算求人充足数
１人当たり経費

　各地域の管轄公共職業安定所は、「参考資料」を参照。

19年度（国） 16,049千円

20年度（民間）

開拓求人数
１人当たり経費

事業実施期間中の
地域別有効求人倍率

換算求人充足数
１人当たり経費

事業実施期間中の
地域別有効求人倍率

求人充足数
１人当たり経費

換算開拓求人数
１人当たり経費

換算開拓求人数
１人当たり経費

換算開拓求人件数
１件当たり経費

実 施 時 期
事 業 実 施 経 費

20年度（民間）

開拓求人件数
１件当たり経費

実 施 時 期
事 業 実 施 経 費

【参考】

【参考】

（別添７）



○　国実施地域における平成19年度との比較      

19年度 20年度 19年度 20年度 19年度 20年度 19年度 20年度 19年度 20年度 19年度 20年度

4,331 4,223 6,937 6,658 3,378 3,312 2.2 2.3 4.5 4.7 15,161 15,453

3,702 3,534 6,951 5,922 2,909 2,904 2.2 2.5 5.2 5.1 14,982 14,889

1,893 2,283 3,197 3,532 1,131 1,637 3.8 4.4 10.7 9.4 12,126 15,368 　

9,926 10,040 17,085 16,112 7,418 7,853 2.5 2.8 5.7 5.8 42,269 45,710

3,309 3,347 5,695 5,371 2,473 2,618 - - - - 14,090 15,237

 

1
9

【参考】開拓求人件数等の各指標について、事業実施期間中の有効求人倍率で除したもの   

19年度 20年度 19年度 20年度 19年度 20年度 19年度 20年度 19年度 20年度 19年度 20年度

8,171.7 8,797.9 13,088.7 13,870.8 6,373.6 6,900.0 1.2 1.1 2.4 2.2 0.53倍 0.48倍

8,226.7 10,709.1 15,446.7 17,945.5 6,464.4 8,800.0 1.0 0.8 2.3 1.7 0.45倍 0.33倍

3,441.8 4,756.3 5,812.7 7,358.3 2,056.4 3,410.4 2.1 2.1 5.9 4.5 0.55倍 0.48倍  

19,840 24,263 34,348 39,175 14,894 19,110 1.2 1.2 2.8 2.4 - -

6,613 8,088 11,449 13,058 4,965 6,370 - - - - - -

※１　各地域の管轄公共職業安定所は、「参考資料」を参照。

※２　平成19年度及び平成20年度の両年度にわたり、平成20年度の民間実施地域と事業規模が同じであり、かつ、国が事業を実施した３地域について比較している。

※３　平成19年度の高知中央地域は入札不調となった結果、国が直接実施することとなったため、１か月程度事業実施期間が短縮している。

平成20年度求人開拓事業（市場化テスト）実績

求人充足数１人当たり
経費（千円）

（１地域あたり平均）

地　域　名

開拓求人件数 開拓求人数

合　　計

青森津軽地域

青森三八地域

換算開拓求人数１人当たり
　経費（千円）

開拓求人充足数

高知中央地域

実施経費（千円）
開拓求人数１人当たり

　経費（千円）

有効求人倍率

（１地域あたり平均）

換算求人充足数１人当たり
経費（千円）

青森三八地域

青森津軽地域

高知中央地域

合　　計

地　域　名

換算開拓求人件数 換算開拓求人数 換算開拓求人充足数

（別添８）



参考資料 

 

平成20年度求人開拓事業実施地域の管轄公共職業安定所について 

 

 

１ 民間競争入札対象地域（全国２地域） 

 民間実施地域（２地域） 

 ・北海道函館地域  ：函館所 

  （比較対象地域：青森津軽地域(*1)、高知中央地域(*1)） 
 

 ・青森東青地域   ：青森所 

  （比較対象地域：青森三八地域(*2)） 

 

 

 

２ 国実施地域（全国３７地域） 

 国実施地域（３地域） 

 ・青森津軽地域 (*1)：弘前所、黒石所、五所川原所 

 ・青森三八地域 (*2)：八戸所 

 ・高知中央地域 (*1)：高知所、いの所 

 

 

※１ 国実施地域（３地域）については、平成19年度及び20年度の両年度にわたり、20年度

の民間実施地域と事業規模が同じであり、かつ、国が求人開拓事業を実施した３地域で

ある。なお、上記の地域の他に34地域で国が求人開拓事業を実施した。 
 
※２ (*1)については北海道函館地域の比較対象地域として青森津軽地域及び高知中央地域

を、(*2)については青森東青地域の比較対象地域として青森三八地域を選定した。 
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